
令和元年月日 月曜日 (第号付録) 月目録官 報

日

号
外

ペ
ー
ジ

一
二

道
路
交
通
法
第
百
十
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
き
自
動
車

専
用
道
路
を
指
定
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
一

四

一
三

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
二
百
六
十
七
号
等

を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す

る
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
財
産

の
凍
結
等
に
関
す
る
特
別
措

置
法
第
三
条
第
二
項
の
規
定

に
基
づ
き
、
公
告
事
項
に
変

更
が
あ
っ
た
公
告
国
際
テ
ロ

リ
ス
ト
を
公
告
す
る
件

二
一
44

一

一
四

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
二
百
六
十
七
号
等

を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す

る
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
財
産

の
凍
結
等
に
関
す
る
特
別
措

置
法
第
三
条
第
三
項
に
お
い

て
準
用
す
る
同
条
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
名
簿
か
ら

抹
消
さ
れ
た
公
告
国
際
テ
ロ

リ
ス
ト
を
公
告
す
る
件

二
八
52

〇
国
家
公
安
委
員
会
、
総

務

省
、

財

務

省
、
文
部
科
学
省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、

環

境

省
、
防

衛

省

一

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

第
二
十
条
第
十
八
項
第
一
号

又
は
第
二
十
二
条
の
二
十
三

第
十
八
項
第
一
号
に
規
定
す

る
試
験
研
究
機
関
等
の
長
等

の
行
う
認
定
に
関
す
る
手
続

を
定
め
た
告
示
等
の
一
部
を

改
正
す
る
件

二
五

二

〇
金

融

庁

二

銀
行
法
施
行
令
第
十
七
条
の

四
第
四
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
銀
行
法
施
行
令
第
十
七

条
の
二
第
一
項
か
ら
第
三
項

ま
で
の
規
定
を
適
用
し
な
い

金
融
庁
長
官
の
権
限
等
を
定

め
る
件

一
〇

一

三

信
用
金
庫
法
第
八
十
九
条
第

五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
銀

行
法
第
五
十
二
条
の
五
十
七

第
一
号
の
規
定
に
よ
り
、
信

用
金
庫
代
理
業
の
許
可
が
そ

の
効
力
を
失
っ
た
こ
と
に
対

す
る
告
示

一
八

二

四

金
融
商
品
取
引
業
者
の
市
場

リ
ス
ク
相
当
額
、
取
引
先
リ

ス
ク
相
当
額
及
び
基
礎
的
リ

ス
ク
相
当
額
の
算
出
の
基
準

等
を
定
め
る
件
等
の
一
部
を

改
正
す
る
件

一
八
39
一
〇

五

保
険
業
法
第
二
百
九
条
第
二

号
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
関

す
る
件

一
九

三

六

銀
行
法
第
五
十
二
条
の
五
十

七
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
、

銀
行
代
理
業
者
の
許
可
が
そ

の
効
力
を
失
っ
た
こ
と
に
対

す
る
告
示

二
一
43
三
四

七

不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に

伴
い
、
金
融
商
品
取
引
法
施

行
令
第
十
四
条
の
十
一
第
二

項
の
規
定
に
基
づ
き
磁
気

デ
ィ
ス
ク
の
技
術
的
基
準
を

定
め
る
件
及
び
金
融
商
品
取

引
業
等
に
関
す
る
内
閣
府
令

第
三
百
四
十
九
条
の
規
定
に

基
づ
き
、
金
融
庁
長
官
等
に

提
出
す
る
書
類
及
び
情
報
通

信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法

を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件

二
四

四

八

本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業

者
等
を
指
定
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

二
四

五

九

金
融
商
品
債
務
引
受
業
の
対

象
取
引
か
ら
除
か
れ
る
取
引

及
び
貸
借
を
指
定
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
七

五

一
〇

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第

一
条
の
十
七
の
二
の
規
定
に

基
づ
き
金
融
庁
長
官
が
指
定

す
る
商
品
を
定
め
る
件

二
八

六

一
一

本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業

者
等
を
指
定
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

二
八
52

一
二

損
害
保
険
料
率
算
出
機
構
か

ら
の
地
震
保
険
基
準
料
率
の

届
出
に
関
す
る
件

二
八
52

〇
金
融
庁
、
法
務
省
、

財
務
省

一

社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関

す
る
法
律
第
四
十
四
条
第
一

項
第
十
三
号
の
規
定
に
基
づ

き
口
座
管
理
機
関
を
指
定
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
七
50
四
七

〇
消
費
者
庁

一

適
格
消
費
者
団
体
を
公
示
す

る
件

二
一

五

二

不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部

を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に

伴
う
消
費
者
庁
告
示
の
整
理

に
関
す
る
告
示

二
八
52

〇
消
費
者
庁
、
国
土
交
通
省

一

平
成
十
三
年
国
土
交
通
省
告

示
第
千
三
百
四
十
六
号
の
一

部
を
改
正
す
る
件

二
八
52

〇
総

務

省

五
一

政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に

よ
り
、
政
治
活
動
の
た
め
に

寄
附
を
受
け
、
又
は
支
出
を

す
る
こ
と
が
で
き
な
い
団
体

と
な
っ
た
旨
を
公
表
す
る
件

五

二

五
二

地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
の
規
定

に
基
づ
く
経
営
健
全
化
計
画

の
概
要
を
公
表
す
る
件

七

一

五
三
五
四

特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定

す
る
件

七

二

五
五

予
算
科
目
に
係
る
補
助
金
等

の
う
ち
補
助
事
業
者
等
が
市

町
村
で
あ
る
も
の
の
交
付
に

関
す
る
事
務
を
都
道
府
県
の

知
事
が
行
う
こ
と
と
し
た
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

七
30
二
四

五
六

住
民
票
に
係
る
磁
気
デ
ィ
ス

ク
へ
の
記
録
、
そ
の
利
用
並

び
に
磁
気
デ
ィ
ス
ク
及
び
こ

れ
に
関
連
す
る
施
設
又
は
設

備
の
管
理
の
方
法
に
関
す
る

技
術
的
基
準
の
一
部
を
改
正

す
る
件

一
二
33
三
九


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